
（単位：千円） 

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘         要 

 

【環境部】 

 

新 重 

１ エコタウンプロジェクト 

  推進事業費  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

45,901 

一財  45,901 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

要求どおり 

 

 エコタウンプロジェクトを推進するため、再生可能エネルギ

ーを中心とした創エネと徹底した省エネに取り組む市町村を

支援し、エネルギーの地産地消を具体的に進める 

 

１ 総合コンサルティング業務委託   ３,３９０万１千円 

  １,０００万円×３市町 

   〔主な委託内容〕 

   ・民間企業の参画促進、企業誘致 

   ・規制緩和に向けた特区等の活用検討 

   ・事業推進に向けた土地利用手続の迅速化等への助言 

   ・住民への啓発や事業推進に向けた働きかけ、協力依頼  

   ・市町村が策定するエコタウン計画に対する支援や助 

    言など、プロジェクトの企画・進行管理・ＰＲの実施 

  その他関連事務費 

   ・臨時職員賃金、旅費等 

 

２ プロジェクト推進支援          １,２００万円          

  市町村が策定する基本計画、実施計画の費用を補助 

   ・基本計画の策定 300万円×1/2×３か所 

   ・実施計画の策定 500万円×1/2×３か所 

 

環境部 

－ １ － 

【審査の考え方】 

 

 エコタウンプロジェクトを推進するため、要求額を措置した。 

 



（単位：千円） 

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘         要 

 

 

 

 

２ 電力自活住宅等普及拡大 

  事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

777,687 
諸収       614 

一財   777,073 

 

 

 

682,336 
諸収      1,259 

一財   681,077 

 

 

  

833,663 
諸収      1,259 

一財  832,404 

 

 

 
 住宅部門のＣＯ2削減と電力自活によるエネルギーの地産地消を

進めるため、既存戸建住宅への太陽光発電設備の設置を支援すると

ともに、価格低減モデルの実施により、太陽光発電設備の導入コス

ト削減を図る 
 
１ 電力自活住宅普及拡大事業     ４億円 → ６億円 
 
  <補助要件>４kW 以上の太陽光発電設備の設置及び 

        ＬＥＤ照明等の省エネ設備の設置  

  <補助件数、金額>  

     ４,０００件 → ６,０００件×定額１０万円／件 
 
２ 創エネ・省エネ住宅普及拡大事業 

             ２億５,０００万円 → ２億円 
 
  <補助要件>４kW 未満の太陽光発電設備の設置及び 

        ＬＥＤ照明等の省エネ設備の設置  

  <補助件数、金額>  

     ５,０００件 → ４,０００件×定額 ５万円／件 
 
３ 地域密着型価格低減等モデル事業       ３００万円 
                         
  市町村、広域団体等に委託し、太陽光発電設備の一括発注 

  等の導入により価格低減に取り組むモデルを構築する。 

  ・件数、金額：３か所×１００万円（委託料） 

 

４ その他 

  ・市民共同発電設備への補助        ３００万円 

  ・補助金申請処理等に係る事務費   ２,５９７万９千円 

                  → ２,７３０万６千円 

  ・埼玉県ソーラー拡大協議会運営費    ３５万７千円 

環境部 

－ ２ － 

【審査の考え方】 

 

 太陽光発電設備による電力自活住宅の普及を一層促進するため

に、補助件数を増やすこととし、所要額を措置した。 

 



（単位：千円） 

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘         要 

 
 
 （続き） 
 
 

    
＜太陽光発電設備に係る補助事業の推移＞ 
 
◇平成２１年度当初予算 
 ＜太陽光発電拡大プロジェクト推進事業費＞ 

予  算  額 １１億１,１６４万４千 

補 助 対 象  
及び上限額  

既存住宅：６万円/kW（上限２１万円） 
新築住宅：３万円/kW（上限１０.５万円） 

交 付 実 績  ６,８５５件 
 
◇平成２２年度当初予算 
 ＜太陽光発電拡大プロジェクト推進事業費＞ 

予  算  額 ８億９,５６７万円 

補 助 対 象  
及び上限額  

既存住宅：５万円/kW（上限１７.５万円） 
新築住宅：２万円/kW（上限７万円） 

交 付 実 績  ６,９６９件 
 
◇平成２３年度当初予算 
 ＜太陽光発電拡大プロジェクト推進事業費＞ 

予    額 ７億７,７６８万７千円 

補 助 対 象  
及び上限額  

既存住宅のみ：４万円/kW（上限１４万円） 

交 付 実 績  ５,９８４件 
 
◇平成２３年度９月補正 
 ＜電力１００％自活住宅普及促進事業費＞ 

予 算  額 １億５,１５７万３千円 

補 助 対 象  
及び上限額  

 

既存住宅のみ：定額１５万円 
       (総発電電力量計への補助含む) 
対象：４kW以上 

交 付 実 績  １，０００件 

そ の 他 ・太陽光発電と併せて LED照明等の省エネ 
  設備、及び総発電電力量計の設置が要件 

・４半期毎に電力使用量などのデータを県 
  に報告 

 

環境部 

－ ２ ～ ２ － 



（単位：千円） 

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘         要 

 

 

 

新 

３ 災害廃棄物受入支援 

  事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

17,668 
諸収     312 

一財   17,356 

 

 
 

要求どおり 
 

 

 

 東日本大震災により大量に発生した被災地の災害廃棄物の

受け入れを促進するため、処理事業者が行う測定に加え、県が

定期的に放射線量を測定し、安全性をクロスチェックする 

 

 放射線量等の測定経費        １,７６６万８千円    

  ・放射線、アスベスト、塩分の測定委託 

  ・高性能放射線量計、鉛遮へい箱の購入等 

 

 〔災害廃棄物受入支援の概要〕 

  ・搬出元：岩手県野田村等 

  ・受入期間：平成２４年度～２５年度 

  ・受入予定量：５万トン（２.５万トン×２年） 

  ・受入予定先：県内７か所 

（セメント事業者２、資源循環工場２・市町村焼却施設３） 

 

 〔測定方法〕 

   ①岩手県内における搬出物の放射線量等の測定 

    ・事前調査は県が実施 

    ・実施後は、処理事業者が搬出の都度実施 

          県は３か月に１回実施 

   ②埼玉県内における搬入物の放射線量等の測定 

    ・受入開始から６か月間は県が受入の都度実施 

    ・以降は、処理事業者が受入の都度実施 

         県は１か月に１回実施 

 

環境部 

－ ３ － 

【審査の考え方】 

 

 東日本大震災による被災地の現状を踏まえ、災害廃棄物の広域処

理を推進するにあたり、県民の安心・安全を確保するための放射線

量測定経費等について、要求額を措置した。 



（単位：千円） 

事 業 名 前年度予算額 要 求 額 審 査 額 摘         要 

 

 

 

 

４ 身近なみどり重点創出 

  事業費 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

208,952 
繰入  208,338 

諸収     614 

 

 
 

309,722 
繰入  309,093 

諸収     629 

 

 
 

284,722 
繰入  284,093 

諸収     629 

 

 

 県民に身近な施設を目に見える形で集中的に緑化し、みどり

の再生を図る 

 

１ 身近なみどり重点創出事業 

             ３億円 → ２億７,５００万円 

 ①民間施設緑化補助 

   補助率２／３、限度額１,０００万円／件×１０件 

 ②市町村緑化保全・創出補助 

   補助率１／２、限度額１,０００万円／件×１０件 

 ③県有施設の緑化推進事業 

   ２,０００万円 → １,５００万円／件×５件 

 

２ みどり豊かな街づくり普及啓発事業費  ２６０万７千円 

 

 ・特に優れた緑化計画を認定や表彰することにより、県民 

  の緑化意識の高揚を図る。 

 ・緑化計画届出制度の普及啓発を行う。 

 

３ 身近なみどり創出支援                 ７１１万５千円 

 ・みどりのアドバイザー謝金等 

環境部 

－ ４ － 

【審査の考え方】 

 

 県有施設の緑化にあたっては、県民などからの寄付によるプレー

ト付き植樹の活用も検討することとし、所要額を措置した。 

 


